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令和３年２月議会において検討を約した事項

担当部局
関係部局

(1) 都市計画手続の事務委託 副首都推進局　他 （終了）

(2) 営業時間短縮協力金の見直しについて 商工労働部 （終了）

(3) 営業時間短縮協力金の見直しについて 商工労働部 （終了）

(4) 電動車の普及目標 環境農林水産部

(5) 環境保全基金 環境農林水産部 （終了）

(1) 国際金融都市実現に向けた国への働きかけ 政策企画部

(2) 新型コロナウイルス対策に必要な財源措置 財務部 （終了）

(3) 国民健康保険料のコロナ減免の実施について 健康医療部 （終了）

(4) 飲食店の時短営業等の影響を受ける事業者への支援について 商工労働部 （終了）

(5) 飲食店の時短営業等の影響を受ける事業者への支援について 商工労働部 （終了）

(6) 飲食店の時短営業等の影響を受ける事業者への支援について 商工労働部 （終了）

(7) 持続化給付金の再支給など、国への要望について 商工労働部 （終了）

１．知事が検討を約した事項(５項目)

２．知事が国への要望を約した事項(７項目)



令和３年２月議会において知事が検討を約した事項

番号 質問項目 検討を約した内容要旨 対応状況（R5.7月末時点）
検討期限
（予定）

質問の種類
（会派）

担当部局
関係部局

4 電動車の普及目標 環境審議会において、電動車の様々な
普及方策のひとつとしてインセンティブ
についても議論し、令和3年秋頃の答申
を踏まえ効果的な施策・制度を検討して
いく。

　大阪府環境審議会において、ゼロエ
ミッション車を中心とする電動車の普及
方策に関し、インセンティブ付与なども
含めて幅広くご議論いただき、令和3年
11月に答申を得た。
　その答申を踏まえ、令和4年3月に大阪
府温暖化防止条例を改正し、自動車販売
事業者等を対象に、新車販売時における
環境情報の説明制度や電動車普及促進に
係る取組みに関する計画書・実績報告書
の届出制度を創設し、令和4年度から運
用している。
　令和5年度も引き続き、大阪・関西万
博の会場へのクリーンな来場者アクセス
確保のため電気バス及び燃料電池バス導
入費用の一部を補助する制度や、集客施
設等における充電インフラ設置費用の一
部を補助する制度、自動車販売事業者や
カーシェアリング事業者と連携したゼロ
エミッション車の乗車体験事業を実施し
ている。

代表質問
（維新）

環境農林水産部



令和３年２月議会において知事が国への要望を約した事項

番号 質問項目 要望を約した内容要旨 対応状況（R5.7月末時点）
質問の種類
（会　派）

担当部局
関係部局

1 国際金融都市実現に向
けた国への働きかけ

　海外から金融人材や資金等を呼び込む
ために、日本進出の大きな壁となってい
る税制の優遇措置等を行う「国際金融特
区」を創設すべきであり、具体的な要望
内容を整理し、できるだけ早く国に提案
していきたい。

　「国際金融都市OSAKA推進委員会」が、令和4年3月
に策定した戦略のアクションプランにおいて「金融
サービスに関する規制の見直しに向けた働きかけ」
として、国への大胆な税制優遇等の提案と合わせ
て、地方税における金融系外国企業等へのインセン
ティブを検討することを盛り込んだ。これを踏ま
え、現在大阪府市において、地方税の軽減制度につ
いて詳細な制度設計を進めているところ。
　この実現を図った上で、大阪での国際金融特区の
創設に向けて必要となる税制や規制の見直し等につ
いて具体的な検討を進め、適切な時期に国に要望し
ていく。

代表質問
（維新）

政策企画部


